
1　事業の概要

①　成果目標（H28)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

指摘事項等への対応

□監査

□決算特別委員会

□県民協働による事業改善

 概算事業費（B（A）+C）

24,597 23,997 29,905 23,824

概　算

人件費

2.00 2.00 2.00 2.00

16,516

8,081

16,516 16,516 16,516

Aの

財源

7,494 6,828 12,745 6,655

588 653 644 653

-

統計調査

公表数

【統計】

　・長野県観光地利用者数、スキー・スケート場の利用者

等各種季節統計等について調査を実施

　・観光入込客統計　全国共通基準パラメータ調査

合計（A) 8,082 7,481 13,389 7,308

目標 成果

達成状況

H27末

（見込）

H28

項目

H26末

4 4

327 327

補正予算

前年度繰越

当初予算 8,082 7,481 13,389 7,308

13,072 7,308

成果目標の達成状況

成果目標の達成状況成果目標の達成状況

成果目標の達成状況

6,527 12,087

658

6,323

1　選ばれる観光地づくり 実施期間 Ｓ24

○観光振興審議会の開催（平成24年度：5回、平成25年度：2回、平成26年度：2回、平成27年度2回）

○実施する統計を見直したうえで、観光地利用者統計など４種類の調査・統計を実施予定

○旅行業法及び通訳案内士法に基づき、許認可登録を実施。旅行業者（代理業者含む）の登録数212者、通訳案内士の登録数

　115者（平成27年９月末現在）

（予算案）

項目

実施方法

H28実施内容

H27

H28

（当初） （要求）

長野県観光振興審議会の開

催・運営事業

直接

【第１回】・平成28年度の観光振興施策について

            ・観光振興基本計画の検証評価

【第２回】・平成29年度の観光振興施策について

            ・次期観光振興計画策定に向けた課題整理

627 658

統計調査の実施

直接

委託

県が関与

する理由

○観光振興審議会を適切に運営し、観光振興基本計画の進捗管理と検証評価を行う。

○観光統計調査を適切に実施し、市町村や観光関係者等にとって観光振興の基礎資料となる有益な情報として使用する。

○旅行業法及び通訳案内士法に基づき、登録事務を適切に行う。

～

県でなければ実施不可（法令等義務）

【左記の説明、根拠法令等】

・観光振興審議会：長野県観光振興審議会条例　（昭和34年長野県条例第35号）

・各種統計調査：県の観光振興を進めるためのマーケットリサーチ

・旅行業の登録：旅行業法（昭和27年7月18日法律第239号）　　・通訳案内士の登録：通訳案内士法（昭和

24年6月15日法律第210号）

目指す姿

現状

（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施は困難

人口定着・

確かな暮

らし実現総

合戦略

（指摘事項等） （対応）

要求からの主な変更点

統計調査の手法を見直したことによる経費の減額

事業番号 08 01 09

事業改善シート （28年度実施事業分）　　□当初要求　　■当初予算案　　□補正予算案　　　□点検

事　業　名

観光振興指導調査費

観光振興指導調査費観光振興指導調査費

観光振興指導調査費

担

当

課

部局 観光部

課・局・室 山岳高原観光課

総合５か

年計画

プロジェクト  E-mail

mt-tourism@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

１－２　強みを活かした観光の振興

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

合計 7,481

区　　分（単位：千円） 26年度

信州創生の基本方針

施策展開

旅行業及び通訳案内士の登

録

直接

【旅行業及び通訳案内士の登録】

　・申請に基づき、新規、更新、変更登録等を実施

327

27年度 28要求

28要求28要求

28要求

28予算案

28予算案28予算案

28予算案

成果目標・

事業内容

○統計調査公表数：4回

（単位：千円）　

H29

目標

予

算

額


